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【第211回国会】 

（1）委員名簿（35人） 

委員長 鈴木  淳司君 自民 
理 事 石川  昭政君 自民 理 事 石原  宏高君 自民 
理 事 細田  健一君 自民 理 事 宮澤  博行君 自民 
理 事 野間   健君 立憲 理 事 山岸  一生君 立憲 
理 事 一谷 勇一郎君 維新 理 事 中野  洋昌君 公明 
 青山  周平君 自民  赤澤  亮正君 自民 
 井林  辰憲君 自民  泉田  裕彦君 自民 
 今村  雅弘君 自民  江渡  聡徳君 自民 
 大岡  敏孝君 自民  神田  憲次君 自民 
 神田  潤一君 自民  高木  宏壽君 自民 
 津島   淳君 自民  土井   亨君 自民 
 長坂  康正君 自民  穂坂   泰君 自民 
 宗清  皇一君 自民  阿部  知子君 立憲 
 坂  誠二君 立憲         菅   直人君 立憲 
 田嶋   要君 立憲  米山  隆一君 立憲 
 足立  康史君 維新  空本  誠喜君 維新 
 中川  康洋君 公明 平林   晃君 公明 
 浅野   哲君 国民 笠井   亮君 共産 

 

（2）設置の目的  

原子力に関する諸問題を調査するため 

 

（3）議案審査  

本委員会は「『原子力問題調査特別委員会』の設置に関する申合せ」（平成25年１月24

日議院運営委員会理事会）により、法律案を付託しての審査は行わないこととされてい

る。 

 

（4）国政調査  

国政調査では、質疑が行われた。主な質疑内容は、次のとおりである。 

  

○ 主な質疑内容 

・ 第 211 回国会に提出されている電気事業法等改正案（ＧＸ脱炭素電源法案）におい

て、運転期間に関する規定を原子炉等規制法から削除し電気事業法に移す理由 

・ 電気事業法等改正法（ＧＸ脱炭素電源法）施行により原子炉等規制法に設けられる

原子力発電所の運転開始後30年目以降10年ごとの審査、40年目の特別点検及び60年目

以降の追加点検の内容及び意義に対する原子力規制委員会委員長の認識 

・ 原子炉等規制法の見直しについて原子力規制庁と資源エネルギー庁との間で行われ

た調整や確認作業に関する事実関係 

・ ＡＬＰＳ処理水の海洋放出時期の決定に当たり地元とコミュニケーションを取る必

要性及び風評被害が起きた場合の水産業、水産加工業への対策 

・ 令和４年９月７日の原子力規制委員会で了承された原子力規制庁の「電力会社経営
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層との意見交換を踏まえた新規制基準適合性に係る審査の進め方」の進捗状況 

・ 火災防護対象ケーブルの不備が確認された加圧水型軽水炉（ＰＷＲ）を持つ原子力

発電所について運転停止を命じる必要性 

・ 廃炉が決定した国内原発の廃炉工程の進捗状況 

・ 次世代小型炉（ＳＭＲ）のメリットのみＰＲすることをやめるべきとの意見に対す

る経済産業省の見解 

・ 令和５年夏の各地域の電力需給の見通し、電気料金高騰対策及び九州電力・関西電

力が値上げをしない理由 

・ 原子力発電に係る人材の育成及び確保についての今後の財源確保や体制維持の具体

的方針並びに原子力規制庁における今後の人材育成及び職員確保の方向性 

 

（5）連合審査会  

連合審査会 開会日 審査・調査案件 

経済産業委員会 環境委員会 令和 脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確立を図るための

原子力問題調査特別委員会 5. 4.19 電気事業法等の一部を改正する法律案（内閣提出） 

 

（6）参考人  

出頭日 職 業 氏 名 審査・調査案件 

令和 
原子力委員会委員長 上坂  充君 

 5. 3.30 
原子力問題に関する件 

 6. 8 原子力委員会委員長 上坂  充君 

 

 

（7）委員派遣  

派遣日 派遣地名 派 遣 目 的 派遣委員

(閉会中) 

令和 静岡県 原子力問題に関する実情調査 ９人 

 5. 7.12 

 

 

 

中部電力株式会社浜岡原子力発電所（静岡県御前崎市） 
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アドバイザリー・ボードの設置 

第193回国会、平成29年５月25日の原子力問題調査特別委員会理事会において、同

委員会の活動等について、専門的見地から助言を得るため、会員７名から成る「衆

議院原子力問題調査特別委員会アドバイザリー・ボード」を助言機関として設置す

ることに協議決定した。同アドバイザリー・ボードについては、会期ごとに設置さ

れている。 

 

（名簿） 

会長 黒川  清君（政策研究大学院大学名誉教授） 

石橋  哲君（東京理科大学経営学研究科教授） 

橘川 武郎君（国際大学副学長・国際大学大学院国際経営学研究科教授） 

佐藤  暁君（原子力コンサルタント） 

鈴木達治郎君（長崎大学核兵器廃絶研究センター副センター長・教授） 

藤垣 裕子君（東京大学大学院総合文化研究科教授） 

益田 直子君（拓殖大学政経学部准教授） 

 

※会長は理事会等の協議により選任し、委員長が指名する。 
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【第212回国会】 

（1）委員名簿（35人） 

委員長 中根  一幸君 自民 
理 事 泉田  裕彦君 自民 理 事 大西  英男君 自民 
理 事 平   将明君 自民 理 事 中村  裕之君 自民 
理 事 野間   健君 立憲 理 事 山岸  一生君 立憲 
理 事 小野  泰輔君 維新 理 事 平林   晃君 公明 
 畦元  将吾君 自民  石原  正敬君 自民 
 今村  雅弘君 自民  上田  英俊君 自民 
 江渡  聡徳君 自民  大岡  敏孝君 自民 

柿沢  未途君 自民  木村  次郎君 自民 
 佐々木  紀君 自民  土井   亨君 自民 
 西田  昭二君 自民  古川   康君 自民 
 細田  健一君 自民  武藤  容治君 自民 
 宗清  皇一君 自民  阿部  知子君 立憲 
 坂  誠二君 立憲  菅   直人君 立憲 
 田嶋   要君 立憲  米山  隆一君 立憲 
 阿部  弘樹君 維新  空本  誠喜君 維新 
 竹内   譲君 公明 中野  洋昌君 公明 
 浅野   哲君 国民 笠井   亮君 共産 

 

（2）設置の目的  

原子力に関する諸問題を調査するため 

 

（3）議案審査  

本委員会は「『原子力問題調査特別委員会』の設置に関する申合せ」（平成25年１月24

日議院運営委員会理事会）により、法律案を付託しての審査は行わないこととされてい

る。 

 

（注）アドバイザリー・ボードの設置については、第211回国会参照 

 

（4）国政調査  

国政調査では、質疑が行われた。主な質疑内容は、次のとおりである。 

  

○ 主な質疑内容 

・ 東京電力のＡＬＰＳ処理水ポータルサイトにおいて、処理水のトリチウム濃度の告

示濃度限度比を他の核種と同様に表に記載すべきとの意見に対する東京電力の見解 

・ 汚染水の発生量を減少させる目途及びその方法並びにデブリ回収の目途及び目途が

立たない場合の対応策 

・ ＡＬＰＳ配管洗浄中の廃液飛散による作業員の被ばく事案について国際基準にのっ

とった防護装備の周知徹底がなされていなかったとの指摘に対する経済産業省の見解 

・ 原子力規制委員会において、審査会合前のヒアリングにおける論点整理や審査の手

戻りが少なくなる工夫を進めていくべきとの指摘に対する原子力規制委員会委員長の

見解 

・ 福島第一原発１号機のペデスタルの喪失、損傷メカニズムが解明されるまで原発を
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停止し、現在行われている適合性審査も中断すべきとの意見についての原子力規制委

員会委員長の見解 

・ 原子力分野における化学者不足の懸念や新規開発とのバランスも踏まえた規制の在

り方についての原子力規制委員会委員長の見解 

・ 核融合炉開発について、革新炉ワーキンググループで取りまとめられた、導入に向

けた技術ロードマップを踏まえた原型炉の建設、運転の見通しについての文部科学省

の見解 

・ 原発立地の際、避難計画策定の可否が考慮されなかったにもかかわらず、その策定

を自治体に義務付けている現行法は、実現不可能なことを自治体に強いており、不適

切との指摘に対する内閣府の見解 

・ 高レベル放射性廃棄物の最終処分場候補地選定において地域住民の対立・分断が起

こり得ることについての経済産業省の認識及び解決策 

・ 高レベル放射性廃棄物の最終処分場に関し、より多くの自治体から応募が得られる

よう国が更なる努力をすべきとの意見に対する経済産業省の見解 

 

（5）参考人  

出頭日 職 業 氏 名 審査・調査案件 

原子力委員会委員長 上坂  充君 
令和 

原子力問題に関する件 
 5.11.14 東京電力ホールディングス株式会社代表

山口  裕之君 
執行役副社長  

 

 

 

 




